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ご 挨 拶 

会員各位 

謹啓 会員の皆様におかれましては、益々ご健勝のこととお慶び申し上げます。 

 さてこの度、中小企業会計学会第 10 回全国大会を、11 月 12 日（土）・11 月 13 日（日）

の 2 日間にわたり、明治大学駿河台キャンパスで対面形式にて開催させていただくことに

なりました。学会創設 10 周年となります第 10 回大会を明治大学にて開催させていただき

ますこと、大変光栄なことと存じております。学会会長の河﨑照行先生をはじめ、学会役

員の先生方および学会員の皆様に厚く御礼申し上げます。 

 今回の統一論題のテーマは「中小企業管理会計の基本問題」です。座長を務めます本橋

正美の解題を皮切りに、第 1 報告が川島和浩先生「中小企業における SDGs 経営の課題と

展望」、第 2 報告が大串葉子先生「海外事業プロジェクトの事業計画と事後監査」、第 3 報

告が林總先生「中小企業の経営改革と管理会計システム：事例研究」で各登壇者から報告

をいただき、その後、討論を行います。課題研究委員会報告は、椛田龍三先生の司会のも

とで、中間報告は委員長 越智信仁先生「中小企業財務報告の透明性改善に向けた多面的

研究」、最終報告は委員長 平賀正剛先生「日本の中小企業会計の基礎概念に関する研究：

文化的視座からのアプローチ」です。基調講演は、三井物産株式会社専務執行役員、株式

会社三井物産戦略研究所代表取締役社長の北川慎介先生「中小企業会計を、何故検討した

のか」で、司会を古川忠彦先生に務めていただきます。大会第 1 日目の自由論題報告では、

6 組の方々にご報告いただきます。司会は自由論題（１）を宮地晃輔先生、自由論題（２）

を水野一郎先生に務めていただきます。 

 なお当初、大会第 1 日目の夕刻に懇親会を予定しておりましたが、限られたスペースで

の大人数による懇親会は、未だに多くの感染者数が報告されている現状では、開催するこ

とが困難であると判断いたしました。誠に残念ですが、懇親会を開催しないことにご理解

いただければ幸いです。新型コロナウイルスの感染状況が続く中でございますが、大会準

備委員会一同、会員の皆様の安心・安全に細心の注意を払いながら万全の準備を進めて参

る所存です。 

 末筆ではございますが、多くの会員の皆様のご参加を賜りますよう何卒よろしくお願い

申し上げます。                               謹白 

  

2022 年 10 月吉日 

 

中小企業会計学会 第 10 回全国大会準備委員会 

委員長 本橋 正美（明治大学） 

委 員 大槻 晴海（明治大学） 小田 康治（明治大学） 

    金子 友裕（東洋大学） 中島 洋行（明星大学） 

長野 史麻（明治大学） 
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《大会プログラム》 

 

大会１日目  11 月 12 日（土）  

10： 00～ 12： 00 

理 事 会                               〈研究棟 4 階 第 1 会議室〉 

12： 00～ 15： 30 

参加者受付                     〈グローバルフロント 1 階 ロビー〉 

12： 00～ 17： 30 

会員控室     〈グローバルフロント 3・ 4 階  403H・ J・ L, 404B・ C〉 

13： 00～ 15： 10（報告時間 25 分、質疑 10 分） 

自由論題報告⑴                   〈グローバルフロント 2 階 4021〉 

  司 会 宮地 晃輔 氏（長崎県立大学） 

第 1 報告 13： 00～ 13： 35 

    加納 慶太 氏（県立広島大学） 

    「中小企業におけるクラウド会計導入プロセスの事例研究」 

  第 2 報告 13： 45～ 14： 20 

   内藤 周子 氏（弘前大学） 

    「デジタル技術を活用する中小企業におけるクラウド会計の活用」 

   第 3 報告 14： 30～ 15： 05 

    石垣 美佳 氏（静岡産業大学） 

     「中小企業の経営力強化のための企業会計の必要性とその課題」 

15： 20～ 17： 30（報告時間 25 分、質疑 10 分） 

自由論題報告⑵                   〈グローバルフロント 2 階 4021〉 

  司 会 水野 一郎 氏（関西大学）  

  第 1 報告 15： 20～ 15： 55 

     岸保 宏 氏（株式会社マスタード・シード 22） 

     「飲食業会計の考察：会計過程から見えてくるもの」 

第 2 報告 16： 05～ 16： 40 

     我妻 芳徳 氏（山形県立霞城学園高等学校） 

     「中小製造企業におけるキャッシュ・フロー会計情報のあり方を考え 

る：Ｉ社の『キャッシュ・フロー計画表』の作成と活用事例を手掛 

かりに」 

   第 3 報告 16： 50～ 17： 25 

     君島 美葵子 氏（横浜国立大学） 

    宗田 健一 氏（鹿児島県立短期大学） 

     「中小企業における管理会計導入要因の分析 ：老舗企業の事例をもとに」 

 

 

 

 

 

 

 



-4- 

 

大会２日目  11 月 13 日（日） 

9： 00～ 15： 40 

参加者受付                      〈グローバルフロント 1 階 ロビー〉 

9： 00～ 17： 00 

会員控室                          〈グローバルフロント 2 階 4021〉 

9： 30～ 10： 40 

課題研究委員会報告     〈グローバルフロント 1 階 グローバルホール〉 

   司 会 椛田 龍三 氏（専修大学） 

   中間報告  9： 30～ 10： 00（報告時間 25 分、質疑 5 分） 

     委員長 越智 信仁 氏（関東学院大学） 

     「中小企業財務報告の透明性改善に向けた多面的研究」 

   最終報告 10： 05～ 10： 40（報告時間 30 分、質疑 5 分） 

     委員長 平賀 正剛 氏（愛知学院大学） 

     「日本の中小企業会計の基礎概念に関する研究：文化的視座からの 

アプローチ」 

10： 50～ 11： 40 

基調講演             〈グローバルフロント 1 階 グローバルホール〉 

「中小企業会計を、何故検討したのか」 

講演者 北川 慎介 氏（三井物産株式会社，元中小企業庁長官） 

司 会 古川 忠彦 氏（アルパーコンサルティング株式会社，経営士） 

12： 40～ 13： 30 

会員総会             〈グローバルフロント 1 階 グローバルホール〉 

13： 40～ 15： 20（解題 10 分，報告時間各 30 分) 

統一論題報告          〈グローバルフロント 1 階 グローバルホール〉 

「中小企業管理会計の基本問題」 

   座 長 本橋 正美 氏（明治大学） 

   第 1 報告 川島 和浩 氏 （東北工業大学） 

   「中小企業における SDGs 経営の課題と展望」 

    第 2 報告 大串 葉子 氏 （椙山女学園大学） 

    「海外事業プロジェクトの事業計画と事後監査」 

    第 3 報告  林  總  氏 （公認会計士・税理士） 

    「中小企業の経営改革と管理会計システム：事例研究」 

15： 30～ 17： 00 

統一論題討論          〈グローバルフロント 1 階 グローバルホール〉 

「中小企業管理会計の基本問題」 
    座 長 本橋 正美 氏 

    討論者 川島 和浩 氏  大串 葉子 氏  林 總 氏 
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基調講演 
 

 

 

「中小企業会計を、何故検討したのか」 
 

講演者 北川 慎介 氏 

司 会 古川 忠彦 氏 
 

 

11 月 13 日（日）10:50～11:40 

 

グローバルフロント 1 階 グローバルホール 
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１．中小企業とは；就業者の約 7 割を占める存在 

〇「生産性が低い存在」とのネガティブな見方？ 

→中小企業基本法が制定された昭和 38 年当時の発想（日本経済の二重構 

造論） 

→実際は、生産性が向上しても、適切な分配がなされていない。 

〇中小企業は、 

①地域経済を支えている（雇用も）、 

②新しい事業体の生成基盤、   

③高度なものづくりなど産業構造の重要な構成要素、等の意義が。 

〇政策は、金融支援（融資、保証）や設備投資・技術開発支援（補助金）が

注目されるが、公正な取引条件の確保や、個別経営支援、法的な制度づ

くりも重要。 

 

２．中小企業会計への検討経緯 2000 年代の厳しい経済環境の下で 

〇資金繰り支援、債権流動化（手形に代わるもの）、日本初の GP・LP ファ

ンド制度、税制上の措置（特別償却や繰越欠損金特例）、技術開発支援な

どを講ずるが……。 

〇外形標準課税（法人事業税）の導入議論「赤字法人にも課税すべし」 

〇相続税についての認識の違い（中小企業経営者と税務当局との緊張関係）。 

 

⇒キャッシュフロー経営。 経営の実態の理解は？ 

⇒企業への信頼性確保の前提となる会計について、専門家も意見が分かれ

ていた。会計学者にも諸説あり。 

⇒商法改正時（平成 17 年公布会社法）に、会計参与を導入。公認会計士と税理士。 

 

３．中小企業の会計 

〇経営の把握・信頼性確保よりも、納税を考えた経理処理（税務会計）な

のでは？ 

→経営実態の把握と、金融機関や取引先からの決算書の信頼性を確保す

る会計を。 

〇上場大企業と同じ証取法会計（現在の金商法）ならよいのか？ 海外は？ 

〇「中小企業の会計」を作る；平成 14 年 

 ⇒確定決算主義、記帳の重要性、商法；一般に公正妥当と認められる慣行 

⇒平成 24 年に、中小会計要領としてさらに一般化 
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４．小規模企業振興基本法 

〇中小企業の中でも、小規模な事業体 （製造業 20 人以下、商業ｻｰﾋﾞｽ業 5 人以下）

⇒中小企業 358 万、小規模企業 305 万（中小企業会計の本来的ユーザー） 

〇地方経済は衰退、地域には何が必要なのか？ ⇒下りのエスカレーター論。 

〇中小企業基本法（昭 38）に加え、小規模企業振興基本法（平成 26 年）を策定。 

経産省としては 50 年ぶりの「基本法」。 

 ⇒事業の継続的な発展を評価。地域の主体。 ⇒支援サイドも協力・連携して。 

 

５．中小企業会計を巡る課題として、現在考えられること 

 ①気候変動対応への要請（さらには自然資本）。Scope１，２，３ 

 ②フリーランス（フリーランス新法の動き） 

 

６．会計の知識の必要性・有用性（個人的経験）  

東日本大震災・福島第一原発事故：原子力損害賠償機構法の制定 

 

略歴： 

1958 年生 慶大経卒   

1981 年 通産省（現：経済産業省）入省。 

総括審議官、内閣審議官、貿易経済協力局長、中小企業庁長官 等を歴任 

現在 三井物産専務執行役員、神戸製鋼所取締役 
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統一論題報告および討論 
 

 

 

「中小企業管理会計の基本問題」 
 

座  長 本橋 正美 氏 

第１報告 川島 和浩 氏 

第２報告 大串 葉子 氏 

第３報告  林  總  氏 
 

統一論題報告 

11 月 13 日（日）13:40～15:20 

 

統一論題討論 

11 月 13 日（日）15:30～17:00 

 

グローバルフロント 1 階 グローバルホール 
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統一論題・解題要旨 

本橋 正美 

明治大学 

 

１．中小企業の比較尺度 

 企業のライフサイクルは一般に 20 年～30 年といわれているが、その企業のうち長寿企

業（老舗企業）の比較尺度には、次のようなものがある。 

①年齢（創業からの年数） 

②継承（何代目） 

③資本金（金額） 

④従業員数 

⑤売上高 

 

創業からの経過年数、資本金額や売上高などの財務業績、従業員数などの数値を用いれ

ば、中小企業の発展段階を 4～5 つ程度の尺度で簡便に比較できる。業種・業態や経営者の

属性あるいは経営分析の主要項目などを追加すれば、詳細な比較・分析が可能となる。上

記の長寿企業（老舗企業）の比較尺度を参考にして、中小企業の比較尺度をあげれば、以

下のような項目にまとめることができる。 

①業種・業態 

②事業規模・業績：売上高（あるいは資本金、付加価値額、従業員数など） 

③発展段階：ライフサイクル（創業からの経過年数：成長率） 

 

２．中小企業管理会計の構築：業績管理（部門別・セグメント別）の重要性 

 中小企業管理会計構築のためには、以下の 4 点が重要であると考えている。 

①経営者自身が管理会計の基礎知識とりわけ原価・利益概念の知識を持つこと（税理士任

せにしない）。 

②利益計画（長期・中期・短期）の策定・実行。 

③予算管理・直接原価計算（部門別・セグメント別）の実施。 

④原価管理（特に固定費管理）の実施。 

 

上記①の点は、経営者自身が原価・利益概念すなわち管理会計の基礎知識を持ち、税理

士任せにしてはいけないということである。中小企業経営者が経理業務を税理士に依頼し

てはいけないということではなく、任せっ切りにしてはいけないということであって、経

営者自身が管理会計の知識を持って自社の現状を計数により詳細に把握することである。

②の利益計画（長期・中期・短期）の策定・実行は必ず行わなければならない必須事項で

あるといえる。長期・中期・短期の利益計画を持たなければ、時系列的な目標管理ができ
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ていない、あるいは目指すべき利益目標が定まっていないことになってしまう。利益計画

（長期・中期・短期）の策定・実行は、必要不可欠で極めて重要な作業である。③の予算

管理・直接原価計算（部門別・セグメント別）は可能な限り行うべきである。また、中小

企業が優れた管理会計システムを構築するためには、上記③の点に関していえば、予算管

理と共に直接原価計算による原価・利益計算が必要である。管理会計を中小企業の発展段

階と企業のライフサイクルに従って分類する。そこでの管理会計システム（実績の測定で

ある財務会計と業績の診断・評価である経営分析も含む）は、主として業績管理会計の技

法を取り上げる。 

 

３．中小企業管理会計システムの発展段階モデル（本橋） 

 

①創業期→②成長期→③成熟期→④衰退期→⑤再生期～ 

 

 中小企業の業種を「Ⓐ製造業」と「Ⓑ卸売業・サービス業・小売業」の 2 つに大別し、

それを発展段階（企業のライフサイクル）すなわち①創業期、②成長期、③成熟期、④衰

退期、⑤再生期の各時期と組み合わせてⒶ①～⑤の 5 つと、Ⓑ①～⑤の 5 つで合わせて 10

個のモデルに分類する。上記①では、実績の正確な測定・管理、②では、予算管理・原価

管理、③では、直接原価計算による事業別・セグメント別管理、④では、基礎体力の強化、

⑤では、必要に応じて ERP （Enterprise Resource Planning：統合業務システム）・BSC

（Balanced Scorecard：バランスト・スコアカード）などの導入・運用を行う。 
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中小企業における SDGs 経営の課題と展望 

川島 和浩 

東北工業大学  

 

1. SDGs とは何か 

 SDGs（Sustainable Development Goals；持続可能な開発目標）は、2015 年 9 月に開催

された国連サミットにおいて、加盟国の全会一致で採択された「我々の世界を変革する：

持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」に記載された 2016 年から 2030 年までの具体

的な行動計画である。SDGs は世界共通の目標であり、その達成に向けて各国政府はもちろ

んのこと、民間企業がどのように行動を起こすべきかについて、17 の目標と 169 のターゲ

ットを示している。SDGs を達成するためには、①経済、②社会、③環境という主要な 3 つ

の要素の調和が不可欠である。 

 

2. SDGs の実践に向けて 

 SDGs 経営とは、SDGs への取組みを経営戦略と整合させる企業経営の手法であり、そこで

はサステナビリティが重視される。SDGs 経営を実践するために、GRI（Global Reporting 

Initiative）、国連グローバル・コンパクト（United Nations Global Compact）および WBCSD

（World Business Council for Sustainable Development；持続可能な開発のための世界

経済人会議）によって、2015 年 12 月に、「SDG Compass」が公表されている。SDG Compass

では、各企業の事業において、SDGs への取組みがもたらす影響を解説するとともに、サス

テナビリティを企業の戦略の中心に据えるための手法や事例が示されている。また、企業

が SDGs に積極的に取り組むことができるように、5 つのステップを例示している。具体的

には、①SDGs を理解する、②優先課題を決定する、③目標を設定する、④経営へ統合する、

⑤報告とコミュニケーション、という 5 つのステップである。これを経営戦略のツールで

ある PDCA サイクルに合致させると、ステップの②～⑤がそれに該当する。 

 

3. SDGs の取組みに関する実態調査結果 

 独立行政法人中小企業基盤整備機構（以下「中小機構」という）は、2022 年 3 月に、「中

小企業の SDGs 推進に関する実態調査―アンケート調査報告書―」を公表している。調査結

果によると、約 9 割の中小企業が SDGs を認知しているものの、具体的な内容まで理解し

ている企業は約 4 割である。SDGs の取組み状況については「現在すでに取り組んでいる」

が 11.6％、「現在は取り組んでいないが、今後取り組んでいく予定」が 19.0％であり、合

計して約 3 割という状況である。言い換えれば、SDGs 経営を実践している中小企業はまだ

1 割程度である。なお、SDGs の取組み状況を従業員規模別にみると、従業員数の多い企業

の方が、現在すでに取り組んでいる割合が高いことを示している。特に、従業員数が「101

～200 人」の規模の企業では、5 割が SDGs に現在すでに取り組んでいる。 
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4. 地域金融機関による SDGs 支援サービス 

 環境省が 2018 年 7 月に公表した「ESG 金融懇談会」において、地域金融機関には ESG 融

資への取組みが求められるようになった。地域金融機関には、それぞれの地域社会におけ

る地方創生等の課題共有と、その解決に向けた取組みによって地域社会の持続可能な成長

を支援することが期待された。金融調査研究会は、2019 年 3 月に「SDGs に金融はどう向き

合うか」という提言書を公表し、金融機関は自らの成長戦略のなかに SDGs の具体的目標を

組み込むことが求められた。 

 宮城県仙台市に本店を置く七十七銀行では、2020 年 7 月に「七十七グループの SDGs 宣

言」を公表して以来、2021 年度から SDGs 宣言を「組織共通の価値観（Value）」に位置づ

け、10 年間の新・経営計画「Vision2030」を策定した。2021 年 10 月には「SDGs 実践計画」

を策定し、SDGs に取り組む中小企業の伴走者の立場から SDGs 支援サービスに注目が集ま

っている。 

 

5. SDGs 経営を実践する中小企業の事例 

 宮城県中小企業家同友会の会員企業である株式会社 T 社でインタビュー調査を実施した。

T 社は 1973 年に福島県相馬市で創業し、その後現在の仙台市に本社を移転している。売上

高は 3 億円（2019 年実績）で従業員数 30 名の中小企業であり、電気設備の設計施工、通

信設備の設計施工、空調設備工事などを事業内容としている。 

 社長の H 氏は、下請けからの脱却を経営課題とし、大手企業とフランチャイズ契約を締

結し、経営ノウハウを導入している。盛和会や同友会企業からの知見を得て、会計による

管理では変動損益計算書を活用して貢献利益率による損益管理を実施し、生産設備や人件

費などの固定費の管理に注力している。昨年度からは DX の専門家を雇用し、社内管理の

「見える化」を進めている。これによって、社長の H 氏をはじめ従業員全員がスマートフ

ォンによって社内公開された財務情報や工事の進捗情報などの共有化を図っている。 

SDGs 経営の実践に際しては、社内の「経営基本方針」に対応する SDGs のターゲット内

容を抽出して紐づけている。具体的には、当期の事業計画と SDGs の取組内容が合致する計

画表を作成することで、従業員に会社の基本方針と SDGs の理解を深めるしくみが浸透し

ている。 

 

6. おわりに 

中小企業が SDGs 経営を実践するためには、SDGs への取組みに対する理解度や重要度を

引き上げると同時に、SDGs 経営の実践事例を広めることが大切である。SDGs 経営の実践に

おいては、本業を活かしたビジネスから利益を確保し、その事業活動によって地域社会の

課題を解決するというシナリオにもとづいて、企業価値の向上と競争力の強化を図ってい

くことが望ましい。 
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中小企業の海外事業における事後監査  

大串 葉子 

椙山女学園大学  

 

１．研究の背景 

 日本の人口減少に伴う総需要の減退が指摘される中で、企業の規模を問わず、海外市場

への進出は急務である。近年では、いわゆる「製造業」のみならず、日本酒など日本文化

に深く根ざしている製品であっても、材料の調達先育成から仕込み、販売という一連のビ

ジネスプロセスを海外で行う酒蔵が出てくるなど、海外への事業展開、もしくは、国内へ

の回帰が急速に進んでいる。海外事業を１つの事業プロジェクトとして捉えれば、進出時

に事業計画が立てられ、その計画の実施から一定期間後に行われる事後監査の結果として、

ビジネス継続や新規の設備投資、撤退や他国への転出などの意思決定がおこなわれている

はずであり、そうした意思決定がどのようなプロセスを得て決定されているのか、何が重

視されているのかについての詳細な研究を行う好機といえる。 

しかしながら、これまでの海外事業（子会社）に関する管理会計の研究は、大企業を中

心とした海外子会社への業績評価が主であった。海外子会社の業績評価や、そのコントロ

ールのあり方、本社と海外拠点間の連携等については、多くの研究成果が存在するが、進

出時の事業計画や資本予算がどのようなものだったのか、そして、期中のモニタリングや

事後評価がどのように行われているのか、それらの評価が海外事業の継続・新規投資・撤

退・転出という意思決定にいかなる影響を与えているかについての研究は極めて少ないの

である。上場企業の経理担当者へのアンケート調査により、海外事業で重視する経済性評

価技法を論じている文献もあるが、投資意思決定時点での指標についての調査・分析に留

まっている。言い換えれば、海外進出時の事業計画から投資後の事後監査までの実態や一

連の経営プロセスにおいて管理会計が果たしている役割、将来の意思決定改善への活用に

ついての研究は、企業の高度な経営判断、そして、その多くは社外秘を含むこともあり、

研究は進んでいない。  

その結果、海外事業に関する事業の継続、新規投資や移転、撤退等の投資意思決定につ

いては、為替の変動や進出先の人件費高騰、昨今でいえば、2 国間または多国間での自由

貿易協定の有るなし、国家間の貿易摩擦による関税の変動などが主な要因としてあげられ

ることがほとんどである。 

 

２．研究の方法 

事後監査についての書籍や論文など先行研究を探索して、収集・精査し、事業の投資評

価や業績評価プロセスに関する既存理論の整理を行った。 

さらに、現在リサーチサイトとして確保している中小製造業の代表取締役社長と取締役

専務に対して、海外進出事業計画と事後監査の実際について半構造化手法によるヒアリン

グ調査を複数回実施した。さらに、実際に事業を実施している各国での事業計画や設備投
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資計画を協議した内部資料、特に取締役会議事録の詳細データと正式な議事録を入手した。

これらを使って時系列で状況を整理し、分析を行った。 

 

３．リサーチサイトについて 

 日本の地方都市に本社を置く、資本金が約 6,000 万円、従業員約 200 名（海外の従業員

まで含めると約 600 名）、売上高が約 21 億円（海外売上を含めると約 40 億円）の製造業で

あり（2019 年のデータ）、精密プラスチックの成形の部品製作を主業としている。1967 年

に創業し、2004 年にタイ王国に初の海外進出を果たしたあとは、フィリピン（途中で撤退）、

中国、メキシコで工場を運営している。それぞれの国に進出した目的や資金調達の方法は

異なっている。 

 

４．分析と考察 

 2016 年から 2018 年にかけて、海外事業で実施された 1 万 US ドル以上の設備投資計画に

ついての取締役会の議事録と、取締役会前の非公式の協議録を電子データで入手し、分析

を行った。その結果； 

・収益が安定している国（事業プロジェクト）については、取締役会の非公式議事録で

もほとんど議論がなく、現場の提案通りの投資計画が承認されていた。 

・収益が厳しい国については、投資経済計算を厳格に実施していた。具体的には、キャ

シュフロー計算書に基づく会計データを駆使し、投下資本が枯渇するまでの期間を厳

密に見積り、設備投資計画の修正を行っていた。収益が厳しい要因として、顧客の業

績以外に、当該国の環境規制が急に変更になることが頻繁に起こっていて、その対応

のために、当初予定していなかった多額の新たな投資（工場内の換気扇設置や粉塵の

集積装置といった新規設置など）が必要となったなどの現場からの説明に対し、経営

側からは投資額や投資時期の妥当性も討議されていた。 

 ・需要先がなく、新規に参入したい業界があり需要が見込めそうな国での海外事業を展

開した際には、工場に設置する機械を収益が潤沢に出ていて新たな機械設備の導  

入が承認された別の国から輸送させて資本の流出を最小限にとどめようとするなど、

キャッシュが枯渇しないように投資を最小限にするための議論が活発であった。 

 子会社の収益状況に応じて、新規投資案件に対する本社での議論の内容や投資の妥当性

への検証方法は全く違っていることが明らかになった。 

 

５．結びに替えて 

 中堅の製造業 1 社に対する海外事業の事後監査について詳細な検討を行った。今後はこ

の研究で得られた知見をもとにアンケート調査を実施して、企業規模や投資国別の傾向に

ついての研究を進めていく。 
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中小企業の経営改革と管理会計システム：事例研究 

林 總 

公認会計士・税理士  

 

1.なぜ中小企業が多いのか 

 中小企業白書によると、日本の企業数は 359 万社（2016 年）で、このうち中小企業 53 万

社、小規模事業者 304.8 万者と全企業の 99.7％を占めている。さらに、赤字法人の割合は

65.4%(国税庁統計法人税表 2019 年度）であった。 

筆者は 30 年以上にわたり、中小企業に対して管理会計を使ったコンサルティングサー

ビスを行っているが、常に思うのは労働生産性の低さである。中小企業白書(2022 年版)に

よれば、製造業は大企業が 1180 万円に対して中小企業は 520 万円、非製造業は大企業 1267

万円に対して中小企業は 520 万円である。このように中小企業の労働生産性は大企業の半

分以下でしかない。なぜこれほどの違いが生じるのか。その原因は、中小企業が税務会計

を偏重し、管理会計には関心がないからである。ここで税務会計とは、税法に従って課税

所得を算出することを目的とした会計のことであり、企業の内部の経営状況を明確にし、

経営者に意思決定情報を提供する管理会計とは異なる会計である。節税を優先する税務会

計偏重が、中小企業の持続的成長を妨げている一因になっている。 

中小企業には、運転資金不足で銀行頼りの経営を余儀なくされていることが少なくない。

原因は利益が少ないからである。ではなぜ利益が少ないかというと、労働生産性が低いか

らである。節税ばかり考えて管理会計の発想がない。そのため、中小企業の多くは増益の

チャンスを逃がし、企業規模を拡大できないのである。 

 

2.中小企業に立ちはだかる成長の壁 

 企業の成長にはさまざまな壁があるといわれているが、筆者は「10 億円」「30 億円」「100

億円」の「企業規模の壁」が存在すると感じている。大雑把に売上高 10 億円未満は小規模

事業者、10 億円から 100 億円は中小企業、100 億円以上は大企業、そして 30 億円は中小企

業の中間に分類されよう。では、それぞれの壁とはどのようなものか。筆者の考えはこう

である。 

 

 ①10 億円の壁 (売上高 10 億円未満で、84.9%を占める小規模事業者) 

 事業内容は複雑ではなく、社員全員に目が行き届き、全体を見渡すことができる。経営

者は自分の勘と経験に自信があり、管理会計の必要性は感じない。しかし、10 億円に近づ

くにつれて、会社の実態が見えなくなり、思うように社員を統制できなくなる。 

②30 億円の壁(売上高 10 億円から 30 億円未満で、平均的な中小企業) 

 社長一人では会社をまとめていくことが難しくなり、機能別組織による経営管理体制が 

不可欠になる。税務会計だけでは経営判断を誤ることに気づき、管理会計を導入しようと
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考え始めるが、その方法がわらない。ムダを繰り返し、事業を拡大できない。 

③100 億の壁(売上高 30 億円から 100 億円未満の中小企業) 

高学歴の従業員が増えてくる。部門別に業務のシステム化が進む。同時に、部分最適も

進み、部門間の衝突が多発し業績の足を引っ張る。 

管理会計の導入が進むものの、理論的裏付けがない事が多く、しばしば管理会計情報が

業務活動に悪影響を及ぼすことがある。 

 

3.管理会計を使った課題解決の事例 

事例① M 社。売上高 20 億円のクッキー製造販売業 

限界利益で固定費を回収できない。さらに不良在庫や仕掛品が運転資金を圧迫。 

原因 →工程不良が多く製品原価を押し上げていた。 

解決策→バケツによる原価管理を実施 (毎日、仕損品をバケツでカウント)。半年で黒字化。 

 事例② S 社。売上高 50 億円のキャンディ製造販売業 

自動機による連続生産。製品原価が高く、納期遅れが多発。 

 原因 →段取り替えが多く、そのため歩留率が悪い。非付加価値時間が多く稼働率が低い。 

 解決策→生産計画を見直すことで直ちに黒字化。  

事例③ T 社。売上高 120 億円の金属部品の購入販売業  

売上の伸びとは逆に採算は次第に悪化。 

原因 →売上高が全社の 25%を締めるコンテナ用部品がすべて赤字だった。 

コンテナ部門の個別販売費の多くを共通費として他部門にも配賦していた。 

解決策→部門別損益管理の徹底。コンテナ部門のカスタマーオーダー別損益を計算。 

1 年かけて当該部門を閉鎖し他社に譲渡。売上高は 30 億円減るも黒字に転換。 

事例④ K 社。売上高 7 億円の生コン製造販売業 

保有する生コン車は 4t(6 台),6t(2 台),8t(1 台),10t(5 台) の計 14 台。10 年ほど前ま

で赤字の状態が続いていた。 

原因 →生コン車の故障が多く、稼働率が低い。 

 解決策→車両毎に責任者を決め、月次決算書と車両管理表を徹底的に検討することで、 

 黒字に転換。繰越欠損金は解消。 

 

4.中小企業が持続的に成長するために実現すべきこと 

□税務会計思考から管理会計思考へのパラダムシフトを推進する。 

□管理会計理論を前面に出すのではなく、誰にでもわかりやすい仕組みを導入する。 

□原価管理の成果は財務会計機構に組み込んで可視化する。 

□業務知識、財務会計、管理会計、情報システムのすべてがわかる人材を育てる。このた

めには会計大学院でのリカレント教育が大切である。 
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「中小企業におけるクラウド会計導入プロセスの事例研究」 

加納 慶太 

県立広島大学 

 

 

 本研究では、インタビューによる調査を実施し、中小企業におけるクラウド会計導入の

意識調査とクラウド会計採用決定に至った要因及び導入リスクをどのように捉えているか

についての分析を行うことを目的としている。また、導入プロセスの実態、導入の阻害要

因や課題などを特定することで、今後クラウド会計を導入予定の中小企業に有益な情報を

提供することを目指す。本研究では、複数の中小企業経営者へのインタビューをもとに探

索的に議論を進め、結果として、中小企業におけるクラウド会計の導入についての論点を

得ることができた。 

企業の課題解決のためにクラウド会計導入を決定した企業へのインタビューを行った。

本ケースでは、企業が抱えている課題（財務諸表を部門別に閲覧することやリアルタイム

での会計情報の反映）の解決の方法について、顧問税理士から助言を受けることによりク

ラウド会計の存在を認識し、課題解決のツールとして導入に至っていた。本ケースは、経

営者が企業運営上の課題を抱えており、それを改善したいと考えているが、解決方法がわ

からない際に、正しいクラウド会計の知識を持った税理士による助言がクラウド会計導入

を進めるきっかけになっていた。これは、身近な会計専門家による助言がクラウド会計導

入のきっかけになることを示唆している。クラウド会計に精通する専門家の意見によって、

導入後に実現できることの説明を受けることが、経営者の意思決定に変化をもたらす可能

性がある。また、別のケースでは、事業継承により新しく経営者となったタイミングを利

用して、全社的なシステムの変更を試みてクラウド会計を導入する企業があった。このケ

ースでは、経営者の変更による新しい経営者が、外部から登用されたということが、企業

の抜本的な転換を実現できた点や、年齢的な若さによるデジタル技術へのリテラシーや慣

れがクラウド会計導入の意思決定に影響している可能性が示された。他にも、個人で始め

た小さな事業経営者へのインタビューでは、会計の知識がないため、利用が簡単に可能で

あるクラウド会計の導入を決定していた。小さな事業においては、経営者自らが会計情報

を更新することでコストの削減を実現することが可能となる。また、クラウド会計導入の

きっかけとしては、クラウドシステムの知名度や使いやすさなどがクラウド会計導入に影

響している可能性が示された。 

一方で、クラウド会計導入に積極的ではない企業や導入を決めた企業においても抱えて

いるリスクが存在する。ある企業では、クラウド会計の利点を認識しているが、自社と関

係する企業の電子化が進んでおらず、これまでの伝統的な紙を使った会計システムを利用

せざるを得ない企業があった。こうした企業にとっては、外部環境の影響がクラウド会計

導入を阻害する要因となっている。また、導入の意思決定を行った企業においても、デジ
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タル化によって紙でのやり取りが減少することで顧客との関係性が希薄になることを恐れ

ていたケースや、会社内部での会計システム変更によって導入完了まで作業効率が減少す

ることや、経理スタッフが新しい仕事を覚えることを良く受け取ってもらえないことなど

の懸念が挙げられた。 
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デジタル技術を活用する中小企業におけるクラウド会計の活用 

―地方の中小企業における事例― 

内藤 周子 

弘前大学 

  

少 子 ・ 高 齢 化 が 進 む な か で 、 こ れ ま で の 業 務 を 情 報 通 信 技 術 (Information and 

Communication Technologies: ICT)で代替することで、新たな付加価値を創出することが

求められている。それは中小企業も例外ではない。むしろ、ICT を活用して形式的な事務

仕事から解放されることで、本来の生業における事業価値を生み出す活動に注力すること

は資金的にも人的にも小規模な企業の課題と考えられる。 

それと同時に、Lioutas et al. (2021) は、デジタル技術の活用によって生じる正負の

影響を正しく評価しなければならないとして、慎重な見解を表明している。また、ICT は

外部および内部コミュニケーションの改善に影響を与え、最高のパフォーマンスを得るた

めには、ICT 投資を内部の能力および組織的プロセスと整合させることが重要であること

が確認されたとされている。これまでの多くの先行研究においてなされている国際的な議

論はデジタル技術が企業にもたらす総括的で抽象度が高いものである。 

総務省によると、2020 年のインターネット利用率（個人）は 83.4％であり、都道府県別

にも 27 件でインターネット利用率が 80％を超えている。利用端末別についてもすべての

都道府県でスマートフォンでの利用率が 50％を超え、スマートフォンを用いて ICT を活用

する環境は整備されている。スマートフォンを活用してコミュニケーションをとることは

中小企業者や小規模事業者にとっても日常であろう。とはいえ、中小企業者や小規模事業

者は、大企業ほどはデータ活用がなされていないという（総務省（2020）、44 頁）。 

これまで、日本における都市部と農村部における ICT 活用の相違に関して、農村部で ICT

の活用が少ないのはインフラが貧弱であることや山間部に囲まれた地形であることが原因

であると指摘されている(Yuguchi(2008),  Arai and Naganuma(2010))。先行研究がなされ

た当初にはブロードバンドの普及は、東京、大阪、名古屋において普及率が高いものであ

り、現在もインターネット利用率について都道府県によって差がある。インターネット利

用率が高いといえず、首都から地理的に距離がある環境において、いかに中小企業者・小

規模事業者は ICT としてのクラウド会計を活用しているのであろうか。 

本稿では、首都から離れた人口規模の小さい町に所在する中小企業者の個別具体的な事

例を調査してその問いを明らかとしたい。青森県上北郡七戸町に所在し、2018 年より国内

外の商品を扱う物品販売を行う A 社及び、2019 年より人材派遣業を営む B 社を調査対象と

している。なお、A 社は田中氏（仮名）が単独で経営をしており、B 社は田中氏のほかに共

同経営者がいる。事業内容は、また、A 社と B 社の顧問税理士は、田中氏が自ら探索した

近畿地方に所在するクラウド会計に精通している税理士である。 
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本稿から、次の 3 点が明らかになった。第 1 に、クラウド上で内容を共有することによ

って、地理的に有利とはいえない状況を克服できることである。チャット機能とクラウド

での共有は、会計ソフトの機能を使用しても勘定科目などが取得できないときや、無秩序

な仕訳が生成されたときに有効であろう。リアルタイムで企業業績の共有を行えれば、共

同経営者が遠方であっても資金繰り状況を即座に把握する上で有用である。また、リモー

トワークでの分課制度も可能であろう。 

第 2 に、外部サービスとの連携に関する問題である。地理的に近隣にある交通系の IC 乗

車券が利用できない JR の区間やバス、ネット連携が難しい銀行口座、ソフトの連携不可等

によってデータを取り込む機能を十分に活用できないことは解決困難な問題である。 

第 3 に、地方の中小企業者・小規模事業者ならではのデータ活用の在り方である。一般

に中小企業者・小規模事業者はデジタルデータのさらなる活用の余地があろう。とはいえ、

インターネットの利用率が低い地域においては、リアルの集会所での会合からの情報は侮

れない。インターネット経由では得られない情報は大企業でさえ入手困難かもしれない。

将来、全国各地にある地方独自の情報を会計データと組み合わせて活用されうる。 

 本稿における事例は、インターネット普及率の低い地方における資金的・人的に小規模

な中小企業者・小規模事業者がクラウド会計を活用して事業価値を生み出す活動に注力す

ることがわかるものであった。 
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中小企業の経営力強化のための企業会計の必要性とその課題 

石垣 美佳 

静岡産業大学 

 

 本報告の目的は、「中小企業の状況に応じた会計ルールの適用を行うことが、企業業績の

向上にも寄与する」という企業会計の必要性を再確認するとともに、中小企業会計システ

ムの実態調査により中小企業会計の認識度や適用状況を把握したうえで、その課題を考え

ていく。わが国では中小企業向けの会計基準が 2005 年の「中小企業の会計に関する指針

（以下「中小指針」という）」、さらに 2012 年「中小企業の会計に関する基本要領（以下「中

小会計要領」という）」が公表されている。これは両基準ともに，中小企業に対して強制適

用されるべきものではなく，企業側の任意適用となっていることから、その適用率はいま

だ低いとされる。 

 新型コロナウイルスが世界で猛威を振るっている中、特にその中小企業に与える影響は

大きい。中小企業の危機的な経済状況の中で、このような時期だからこそ、困難を乗り越

えるため、中小企業会計の重要性を再確認する必要がある。 

さらに、その課題として認識度や適用率を上げるにはどのようにしたらよいのかが研究

内容の一つである。 

本研究は、中小企業の会計ルールの適用、また「IFRS」の影響を含め中小企業の経営者

に会計の必要性を周知し、企業の経営力の強化につなげることを目的とする。検証にあた

っては、「会計ルール」の浸透性について、中小企業の経営者、税理士、中小企業関連団体

など各方面から調査する。 

また、新型コロナウイルスの影響により、事業経営が悪化した企業では、融資や助成金

の活用が増加しているが、一方、中小企業を中心に事業承継を行いこの状況を乗り越えよ

うとする動きも大きい。中小企業の資金繰り、事業承継に対応するための会計ルールの適

用性を調査する。 

以上のことから、「中小指針」や「中小会計要領」である「会計ルール」の活用によって、

中小企業の経営者が自社の財務情報や経営状況を常に正確に把握すれば、経営課題の早期

発見、早期改善が可能になり、会社の経営戦略を立てる際や、投資判断を行う際に非常に

役に立つと考える。また、経営者自らが自社の強みを語ることができれば、会社の実態が

利害関係者に伝わり、金融機関や取引先等への信頼性を高めることで中小企業の発展、経

済への発展につながると期待する。 

今まで教育の場で「会計」を指導してきたことを活かし、本研究により、机上の教育のみ

ならず、実務的な教育を通じて、中小企業の「会計ルール」の必要性を伝えていくために

はどのようにしたらよいか検討する。 
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飲食業会計の考察 

―会計過程から見えてくるもの― 

岸保 宏 

株式会社マスタード・シード 22 

 

 本報告では, 飲食業の会計を通じて,「経験や勘」など経営者の頭の中にある計算と,会

計記録を伴う計算があり,その間にある状況と課題を考察である。会計を伴わない会計の

存在はあるのだろうか。ここに会計の本質（会計とは何か）という点があるのではないか

と考える。 

 ２つの飲食業の事例（ヒアリング）をもとに,「経験と勘」,「スキーマ」,「会計記録」,

「会計管理」,「会計情報」の接点や関係を考察し,その意義と意味を考える。 

 

以下のような結論づけをする。 

 

①人間は,「経験と勘」が働くが,「スキーマ」という記憶のメカニズムがあり,大きく影響

を及ぼしている。飲食業の事例で取り上げた調理の技術や技能の中にも,本人の認識をし

なくても,それが染みついている。 

②２つの事例から「経験と勘」と「スキーマ」によりどんぶり勘定が行われうる可能性は

認められる。 

③会計を考える際に,「経験と勘」と「会計記録」の関係では, 「会計記録」が事実かつ客

観的に信頼性あるものとして,独立した位置関係を確認して議論するというのが望ましい。

あくまで「経験と勘」は数値化できない技能・技術であることは否定できないと示唆した。 

④「会計記録」と「会計管理」の関係では,会計は経営管理機能しか持ちえないとすれば,

記録や管理の仕方ではなく,会計過程を経たその結果に論点がある。 

⑤「会計管理」と「会計情報」の関係では,「会計管理」は,会計過程を重視し,その意義に

重点が置かれる議論が進んでいるが,「会計管理」をした事後的な会計情報は,すでに拘束

性にない読み手の自由が保証されたものと位置付けた。 

⑥その上で,判断の主体性について,「経験と勘」, 「スキーマ」,「会計記録」,「会計管

理」,｢会計情報｣の連綿の中で,それぞれの局面において, 選択と選択前提がなされている

と指摘した。 

⑦問題を見えにくくしている点として「非会計」の存在である。会計数値を利用した手段

で会計をとらえる一方,会計を伴わない非会計を認める必要がある。その際,「会計とは何

か」という概念的・根本的なところに焦点を当てていくことになる。 

⑧つまり,本稿の考察で見えたものは,「経営者が経営のための会計管理を通じて,経営に

役立てていく,全一体的な総体会計として把握し,判断すること。その判断は,これまで見
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てきた会計過程を経るが,常に必要な論点は,「経営者が経営維持・発展をするために,会計

を利用する」という視座の獲得が必要であるということである。 

⑨その点では,会計行為を経た事後的なその結果である「会計」が必要であって,大げさに

言えば,それまでの会計過程は捨象される。 
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中小製造企業におけるキャッシュ・フロー会計情報のあり方を考える 

 －Ｉ社の「キャッシュ・フロー計画表」の作成と活用事例を手掛かりに－ 

 

                    我妻 芳徳 

山形県立霞城学園高等学校 

                    山形大学大学院理工学研究科博士後期課程 

                                   

研究報告の抄録 

 本研究の目的は、手掛かりとなる企業へのインタビュー調査をとおして、中小製造企業 

におけるキャッシュ・フロー会計情報のあり方に関して考察することにある。 

平成１０年(１９９８年)、「連結キャッシュ・フロー計算書等の作成基準の設定に関する 

意見書」（以下、意見書）が公表され、これに呼応し、金融商品取引法の適用になる連結企

業は、連結財務諸表のひとつとして、連結キャッシュ・フロー計算書を作成、開示しなけ

ればならないこととなった。 

翻って、このことは、中小企業にとっては、“蚊帳の外”の感がある。資金繰りがショー

トし、最悪の場合は倒産の危機にさらされるのは、何も大企業ばかりではない。「中小企業

の会計に関する指針」(以下、中小指針と略称)には、目的と作成方法等の概略だけが記載

されてはいるが、作成の義務はない。わが国の産業界にとって、中小企業が屋台骨である

ことを鑑みるならば、大企業同様、資金繰り計画や、キャッシュ・フロー計算書の作成と

開示、そして分析・活用は是非とも必要であるのではないか。本報告では、こうした課題

の解決のひとつの糸口として、Ｉ社（本社：山形県）が独自に取り組んでいる個別受注製

品ごとの「キャッシュ・フロー計画表」（独自の資金繰り表）－報告者が仮に命名した－お

よびそれを基に作成する実績としての「キャッシュ・フロー計算書」（以下、ＣＦＳと略称）

の作成とその活用手法の事例を手かがりに、中小製造企業におけるキャッシュ・フロー会

計情報の必要性、役割を考え、計画表の具体的なひな型を提案する。 

［キーワード］ 中小製造企業、キャッシュ・フロー会計情報、経営者、金融機関、 

        「個別受注製品ごとのキャッシュ・フロー計画表」、財務安定性 

 

 Ⅰ． はじめに：背景、問題の所在 

 中小指針によれば、「会社法上ＣＦＳの作成は要求されていない。しかし、経営者自らが

会社の経営実態を正確に把握するとともに、金融機関や取引先からの信頼性向上を図るた

めに、ＣＦＳを作成することが望ましい」 iとしている（第８８項）。そこでは、ＣＦＳの

作成目的、区分、直接法・間接法の作成方法と計算書のひな型が記されているが、具体的

                                                      
i  日本税理士会連合会（2013）『中小企業の会計に関する指針ガイドブック』清文社 

              pp292-293 
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な内容は記されておらず、上場企業のＣＦＳの考え方を中小製造企業に援用するには課題

があると考える。また、帝国データバンクは、２０２１年度、５９１６件の倒産を公表し

ている。そのほとんどが中小企業（うち製造業の割合は不明）である。国や自治体の手厚

い資金繰りの支援はあるにしても、資金繰りの悪化をはじめ多様な要因からの倒産は後を

絶たない。いわゆる「資金繰り表」は中小企業にあってもよく知られており定着している

のだが、多くの中小企業ではＣＦＳの作成、分析までには至っていない現状もある。    

 

Ⅱ． 中小製造企業におけるキャッシュ・フロー会計情報の必要性 

（１）先行研究 

岡部（2021）iiは、中小企業におけるキャッシュ・フロー会計のあり方を論考している。

結論として、金融機関からの融資返済源資のことを勘案すると、中小企業にもＣＦＳの作

成を義務付け、これを浸透させることを提案したいとし、フリー・キャッシュ・フロー（以

下、ＦＣＦと略称）をベースとした経営への活用に含めた実践が肝要であるとする。 

一方、渡邉（2015） iiiも、ＣＦＳの役割を経営者が企業のキャッシュ・フローの状況を

適切に把握するという管理会計的な資料となるとし、中小企業が大企業や上場企業まで成

長するのであれば、中小企業時からＣＦＳを作成したほうが望ましいとする。 

（２）二つの観点からの必要性の論拠 

① 管理会計的側面：経営者の視点 

企業内部の経営財務的側面に関して、キャッシュ・フローに関する会計情報を作成・ 

分析し、それを活用して、次期の経営計画の重要な資料に資する。 

 ② 財務会計的側面：融資のための金融機関への情報提供の視点 

金融機関からの融資のためのキャッシュ・フローに関する会計情報提供の側面 

 中小製造企業は、概して自己資本比率が低く、金融機関からの借入金に依存する傾向が

高い。ステークホルダーとしての金融機関からの運転資金等の融資の交渉や経営コンサ

ルティングを優位に進めるために、貸借対照表（以下、ＢＳと略称）および損益計算書

（以下、ＰＬと略称）はもとより、その他にキャッシュ・フロー会計情報も必要である。 

 

Ⅲ．Ｉ社の事例研究－訪問インタビュー聞き取り調査から 

 報告者は 2021 年 11 月に、Ｉ社に訪問し、工場内を見学するとともに当時同社会長のＭ

氏に対して、経営財務の観点を中心にインタビューによる聞き取り調査を行った。その中

で、キャッシュ・フロー会計情報に関して、興味深い経営戦略のことをお聞きした。同社

は、現在は受注生産型の金型設計・製造の事業では県内トップメーカーであるが、かつて

４０億円の売上高を誇ったものの、数年にわたり慢性的な赤字体質に陥っていた経過があ

                                                      
ii 岡部勝成（2021）「中小企業におけるキャッシュ・フロー会計のあり方－実態調査から 

の視座」『會計』第 199 巻第 3 号 pp265-278 所収 
iii 渡邉 圭（2015）「中小企業会計基準の検討課題－キャッシュ・フロー情報を中心とし 

        て」『千葉商科大学論叢』第 53 巻第 1 号 pp301-311 所収 
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る。Ｍ氏は経営刷新のひとつとして製造部門のＡＩシステムを含む全社内ＩＣＴ化と経営

財務的側面に力を注いだという。その具体的事例として、個別受注製品ロットごとの生産

にかかるキャッシュ・フロー会計情報（独自の資金繰り表）作成とその活用法を挙げる。 

 

Ⅳ．中小製造企業におけるキャッシュ・フロー会計情報としての資金繰り表の考察 

企業秘密の折、具体的な計画表は入手できなかったが、聞き取りした内容から、Excel シ

ートを用いて推測、試作することとした。イメージとしては受注製品ごとの見積製造原価

報告書と資金繰り表との折衷計算書である。大きな特徴はキャッシュ・インフロー予測が

確実性に欠けることから、得意先とは掛取引ではなく、約束手形決済にとする点にある。 

 

Ⅴ．おわりに：研究のまとめと今後の研究課題 

 ＣＦＳの作成目的を考えるとき、大企業(上場企業)では株主・投資家の立場から見た必

要性が強調されるが、こと中小製造企業では、管理会計的視点、すなわち経営者の立場か

ら見た必要性が強調されると考える iv。特に経営財務的側面と融資のための金融機関への

キャッシュ・フロー会計情報提供の側面は重要である。本研究では、Ｉ社の事例を手掛か

りとしたが、中小製造企業すべてに汎用性があるわけではない点は今後の課題である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
iv 我妻芳徳（2021）『５Ｗ１Ｈ思考で学ぶキャッシュ・フロー計算書』神戸新聞総合出版 

         pp28-41 を参照されたい 
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中小企業における管理会計導入要因の分析 

－老舗企業の事例をもとに－ 

 君島 美葵子 

横浜国立大学 

  宗田 健一 

鹿児島県立短期大学 

 

本報告は，中小企業における管理会計導入要因を明らかにする。事例として取り上げる

中小企業は，創業者一族が経営する「ファミリービジネス」を展開する老舗企業とする。 

老舗企業の大勢を占めるファミリービジネスの事業承継研究によると，ファミリービジ

ネスの元で選ばれた事業継承者（後継者）が，経営上の異論を表明しやすい立場であると

いう。そのため，既存の管理会計をそのまま引き継ぐこともできるが，改良や廃止，さら

には新たな管理会計を導入することも考えられる。しかしその一方，ファミリービジネス

の中小企業では，管理会計の利用率が低いという指摘もなされている。 

このような研究動向から，ファミリービジネスの中小企業における管理会計導入要因を

分析するためには，事業継承者の経営観に注目することが効果的と言える。なぜなら，フ

ァミリービジネスにおける事業継承者は，前経営者の後見の元で経営者としての能動的な

行動や能力蓄積を図るためである。老舗企業でファミリービジネスを営む中小企業では，

その事業継承者が，複数前の世代から引き継いできた社内の経営資源の活用可能性を探索

し，同資源の活用制約を経験する中で，新たな経営管理手段を導入するという意思決定に

至ることも多い。もちろんその経営管理手段として「管理会計」も含まれる。 

本報告では，ファミリービジネスの老舗企業を研究対象とする。対象企業は食品産業に

属しており，前経営者と現経営者が親子関係にある。事業継承者である現経営者への半構

造化インタビューを主とした事例研究を通じて，中小企業における管理会計導入要因を明

らかにする。インタビュー等を通じて得られた情報は，López and Hiebl（2015）の研究で

示された管理会計の導入に関する各種視点を用いて分析する。 

 

＜主要参考文献＞ 

宗田健一・君島美葵子. 2020.「ファミリービジネスにおける管理会計の導入と実践 ―老

舗中小企業の事業承継を事例として―」『産業経理』80(2): 63-77． 

López, O. L. and M. R. Hiebl. 2015. Management Accounting in Small and Medium -

sized enterprises: Current Knowledge and Avenues for further Research. Journal 

of Management Accounting Research. 27(1): 81-119. 
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課題研究委員会 中間報告 

中小企業財務報告の透明性改善に向けた多面的研究 

  

委員長 越智信仁（関東学院大学）  

委 員 蟹江 章（青山学院大学） 

坂根純輝（長崎県立大学） 

関川 正（日本公認会計士協会） 

橋上 徹 （県立広島大学） 

松﨑堅太郎（税理士法人 mk パートナーズ） 

金子友裕（東洋大学） 

佐久間義浩（東北学院大学） 

中村元彦（千葉商科大学） 

林 隆敏 （関西学院大学） 

弥永真生（明治大学） 

 

1 研究経過と研究目的・意義 

1.1 研究経過 

 本課題研究委員会は、次のようにこれまで 6 回の研究会を実施し、メンバー全員が研究

報告を行ってきた（コロナ禍の下、いずれも Zoom 会議）。第 1 回研究会（2021 年 9 月 20

日）、第 2 回研究会（2021 年 12 月 24 日）、第 3 回研究会（2022 年 3 月 11 日）、第 4 回研

究会（2022 年 5 月 5 日）、第 5 回研究会（2022 年 7 月 18 日）、第 6 回研究会（2022 年 9

月 11 日）。 

 

1.2 研究目的・意義 

本研究委員会では、中小企業財務報告の透明性・信頼性向上に資する方策について、多

様な観点から研究を進めることを目的としている。こうした背景には、コロナ禍の下で、

あるいはコロナ後も見据え、金融機関と中小企業との良好な関係を維持・強化していくう

えで、中小企業財務報告の透明性・信頼性が更に求められる局面との現状認識があり、そ

うした関係性強化を支えられるよう、中小企業財務報告を取り巻く制度インフラに関し、

制度的・実証的・理論的・実践的研究を進める意義があると考えている。 

研究アプローチとしては、①会社法・同監査や中小企業会計等の制度研究、②情報監査

論や内部監査論等に基づいた理論研究、③税理士実務や海外事例に基づいた実践研究を総

合したものとなる。研究初年度においては、2 年目の制度的・理論的・実践的研究を本格

的に進める土台として、非上場中小企業の財務諸表の信頼性が様々な外的要因によってど

のように変化するか、金融機関等の利害関係者の現状認識について、質問票調査を通じて

定量的・実証的に把握しておくことが重要と考えた。 

金融機関向け質問票調査については、2022 年 1-3 月にかけて、金融機関への郵送およ

び Web 方式（楽天インサイト社）による調査票に基づき実施し、計 707 通を回収した。具

体的には、まず郵送調査として、全国の金融機関（銀行・信金・信組等）541 先の融資審

査部署に送付し 212 先の金融機関から回答が寄せられたが（回収率 39.2％）、設問は個

人の主観を問うもので担当者毎の複数回答も可との条件の下で計 407 通回収した。また、
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Web アンケートとして、楽天インサイト社のモニター登録者（普通銀行・信金・信組・保

証協会等勤務者 4,793 サンプル）に対し、非上場中小企業に対する融資・審査経験の有無

でフィルタリングを行ったうえで回答を求め、上限 300 名先着で回答を締め切る契約の

下、上限までの回報を得た。いずれも回答は匿名かつ任意であることを明記のうえ実施し

た。 

その後、2022 年 5-6 月には、利害関係を有しない中立的視点からより多面的・客観的な

座標軸を得て比較参照することを目的として、中小企業会計学会の学会員 272 名に対し同

様の郵送アンケート調査を実施し、102 通を回収した（回収率 37.5％）。その際、大問１

（決算開示の信頼性）と大問２（書面添付の効果）のうち、中小企業会計学会員向けにつ

いては、大問１のみ実施したほか、研究者としての立場からの回答であるため属性調査は

行っていない。 

非上場中小企業決算書の主たる利害関係者である金融機関等に対し、決算開示の信頼性

や書面添付の効果等に関する大規模な質問票調査は、わが国で初めてではないかとみられ

るが、調査にご協力いただいた金融機関関係者、中小企業会計学会員の皆様方には、この

場を借りてお礼を申し上げたい。 

 

2 質問票調査について 

非上場中小企業の決算開示の信頼性を巡る質問票調査の設問（大問 1）は、概略、以下

の通りである。 

Q１：社内作成した準拠基準不明の決算書 

Q１①：社内作成の税法基準に準拠した決算書 

Q１②：社内作成の中小会計要領ないし中小会計指針に準拠した決算書 

Q２：税理士が単発の決算代行をした決算書 

Q３：税理士が期中関与（月次帳簿確認・経理指導等）している企業の決算書 

Q３➀：税理士による「中小要領チェックリスト確認書」付きの決算書 

Q３②：税理士による「書面添付」が行われた決算書 

Q３③：会計参与が設置されている会社の決算書 

Q３④：任意監査の無限定適正意見が付された決算書 

 

全国大会中間報告時には、質問票調査の結果（記述統計量、クロス集計＜金融機関集計

分＞）とそのインプリケーションについて詳細に紹介するとともに、それらと関連付けた

形で、最終報告に向けた各委員の研究分担（研究主題）についても説明する予定である。 

 

【参考文献】 

内藤文雄編著[2014]『監査・保証業務の総合研究』中央経済社。 

弥永真生[2022]『中小企業会計とその保証』中央経済社。 

 



-33- 

 

課題研究委員会 最終報告 

日本の中小企業会計の基礎概念に関する研究 

 

平賀 正剛（委員長） 

愛知学院大学 

 

 本報告は課題研究委員会「日本の中小企業会計の基礎概念に関する研究―文化的視座か

らのアプローチ―」の最終報告である。本研究は 3 部から構成され、今年度は第 2 部およ

び第 3 部の概要を発表し、最終報告としたい。なお、委員会全体のメンバー構成、研究成

果、参考文献等の詳細については当日配布の最終報告書およびレジュメを参照されたい。  

 

第 1 部 日本の中小企業の属性（昨年度中間発表の概要）  

 中小企業会計を考える上での出発点となる「企業属性」のうち、日本の中小企業に固有

の属性を組織文化の観点から定量的・定性的に検証した。その結果、企業の存続自体を第

一目標とする「存続志向」および多様な利害関係者との関係に配慮する「ステークホルダ

ー重視経営」の 2 点が確認できた。  

 

第 2 部 日本の中小企業会計制度の分析（第 6 章：小野正芳［日本大学］）  

第 2 部では、中小会計要領を中心に現行の中小企業会計制度の特徴を分析している。特

に第 6 章では、中小企業の特徴をヒントに中小会計要領における利益概念について考察し

た。中小企業は所有と経営が分離していないため利害関係者の範囲が相対的に狭く、 “家 ”

の論理に基づく経営が重視されるため継続性が重視され（利益よりも存続が重視され）、法

人税法の影響を強く受けるという特質を持ち、これらは会計発生高を減少させる。また、

経理専門の従業員を配置することが難しく、コスト・ベネフィットの制約への配慮が大き

くならざるを得ず、これも会計発生高を減少させる。これら会計発生高の減少は、発生主

義でとらえられる対象の縮小化と現金主義への接近として特徴づけられ、中小会計要領に

おける発生主義は、大企業向けの企業会計基準における発生主義とはその範囲を異にする。 

企業会計基準における利益概念は「実現利益」「経営利益」「実現可能利益」「経済的利益」

が部分的に統合された利益であるが、このように複数の要因が会計発生高を減少させる作

用（測定対象の縮小化と現金主義への接近）を持ち、その結果、測定される利益は疑似的

なキャッシュ情報に近づく。会計は企業活動を数値で描写する行為であり、中小会計要領

は中小企業の特質を織り込んだ形で中企業の活動を描写しようとしているのである。  

 

第 3 部 日本の中小企業会計の概念的枠組み  

 第 3 部では、第 1 部で明らかとなった企業属性を起点に、日本における中小企業会計の

基礎概念、および非財務情報開示の枠組みの演繹を試みた。  
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1）企業体理論と分配志向的損益計算（第 8 章：和田博志［近畿大学］）  

第 8 章では、「存続」をキーストーンとした中小企業会計の損益計算構造を探究してい

る。まず企業が「存続」するための要件を、企業と利害関係者間の取引が「公正」なもの

として行われることであると規定する。つぎに株式会社という制度が多様な企業観を生み

出す可能性を有していること示し、「企業が負う社会的責任はただ一つ、ゲームのルールの

範囲内で利潤を増加させることである」とする、いわゆる「フリードマン・ドクトリン」

からの脱却を目指す。そのうえで既存の概念フレームワークにおける「財務諸表の構成要

素」の定義を確認し、その問題点について指摘する。そして企業体理論の基本思考を 2 重

分類的複式簿記の枠組みを用いて分析することにより、「存続」をキーストーンとした中小

企業会計の損益計算構造の全体像を明らかにし、それを分配志向的損益計算と名付ける。

さらにそれを貫徹する会計公準として「公正性」が必要であることについても言及し、今

後の研究課題を提示している。  

 

2）中小企業の非財務情報開示のフレームワーク（第 9 章：沖野光二［大阪経済大学］）  

未上場の中小企業は、上場企業の行動になびいて国連をはじめ様々な機関が提唱する企

業報告の形態に合わせる必要があるのか疑問である。中小企業は誰に向けてどのような非

財務情報をどのような媒体形式で開示報告するのかについて、アブダクション的推論を用

いると以下の五点になる。  

(1)会社財産の価値は、株価に連動する財務的評価とは異なる価値（非財務的資本に基づ

く価値創造）もあり、企業を成長存続させるためには重要である。 (2)中小企業が重視する

ステークホルダー（一連の事業の供給連鎖を構成する当事者）は、特に、従業員と販売先

顧客を重視すべきであろう。(3)重視する非財務情報は、人的資源の情報、及び顧客との間

の関係資本の情報であろう。 (4)報告の形態は、統合報告で推奨されている価値の二面性、

情報の結合性、活動結果の影響（outcome）の開示・報告が最適であろう。(5)報告の形式は、

再生可能な動画を積極的に活用したデジタル技術ベースの開示が最適であると思われる。  

 

結論（第 10 章：平賀正剛［愛知学院大学］）  

 中小会計要領は、本研究で明らかとなった日本の中小企業の属性を織り込んだ内容とな

っている。また企業属性を起点として演繹された、企業体理論をベースとする分配志向的

損益計算の概念体系は、中小会計要領に準拠した実務の理論的枠組みとして成立しうる。  

 さらに中小企業の非財務情報開示は従業員と顧客を中心としたステークホルダー・エン

ゲージメントに焦点が当てられるべきであり、昨今進む「人的資本」に関する非財務情報

開示とはやや異なる方向性が期待される。  
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